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能の減退を防止するための訓練又は作業に参加する機会を与えなければならない（同上、第16条第2

項）」とされているが、このような機能回復・減退防止の訓練規定は更生施設には存在しない。更生

施設での生活指導は、「入所者の勤労意欲を助長するとともに、入所者が退所後健全な社会生活を営

むことができるよう人所者各人の精神及び身体の条件に適合する更生計画を作成し、これに基づく指

導をしなければならない（同上、第20条第1項）」とされており、「作業指導」においても「更生計画

に従って、入所者が退所後自立するのに必要な程度の技能の修得をさせなければならない」（同第21

条第1項）と、退所後の自立生活に向けて入所中の支援が行われるものとされている。このような違

いは職員配置にも表れており、救護施設には「生活指導員」の他に「介護職員」が置かれているが、

更生施設には「介護職員」に代わって「作業指導員」が配置されている。

また、生活扶助の現物給付を行う施設であるため、居室の他、利用者が共同で利用する、食堂や浴

室、洗面所、便所、洗濯室等が設置されている。更生施設の利用者は ADL自立が前提であり、移動

（階段昇降）、配膳、入浴、着替え、排泄、買い物等は原則として自らで行うものとされている。

2)利用状況

新生活保設法制定当時 (1950年12月末現在）、保設施設は6種類（養老・救護・ 更生・宿所提供・

医療保護・授産）、 774施設あり、このうち更生施設は保護施設全体の8%(64施設）、救護施設は2%

(13施設）、最も多い授産施設は33%(257施設）であった（小山1975: 469-472)。その後、保護施設

数は新法制定時の4割にまで減少、更生施設も徐々に減少してきた（図 1)。2017年10月1日現在、

保護施設は合計291施設あり、更生施設は7% (21施設）、救護施設64%(186施設）である％更生施

設は大都市に偏在し、東京都（特別区） 11、愛知県1、名古屋市2、横浜市3、京都市1、大阪市

2、神戸市1に設置されている (2017年度）。

更生施設の近年の利用状況 (1997~2017年度の20年間）を行政統計を用いて確認する。図2は、更

600 

500 ~ 

400 ー、 ． ． 
300 

200 ． ← 
． •— ... ． ． ． 
● --—-• 100 

゜
---. 

．
 
．
 
．
 
．
 
．
 

． ． ． ． 
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2011.0 2015 

- 保護施設合計 - 救護施設 ~更生施設

図1 保護施設合計、更生施設、救護施設の施設数の推移 (1965-2010)

出所）厚生省 r社会福祉施設調究報告』、厚生労働省『社会福祉施設等調壺J各年版
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図2 更生施設利用状況 (1997-2017)

出所）厚生省 ［福祉行政報告例J、厚生労働省 「被保護者調査』各年版
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生施設定員（総数）、年度末在籍者及び在籍率の推移を示したものである。定員は、 2004年の2238人

（施設数25)がピーク、年度末在籍者では2003年の2300人がピークであり、その後いずれもなだらか

に漸減傾向にある。定員に占める年度末在籍者の割合（いわゆる在籍率）は20年間の平均で90.7%で

ある。在籍率は2002年のホームレス自立支援法制定以前はほぼ95%を占めていたが、ホームレス法以

後いったん低下したものの再び上昇し、現在は80台半ばを推移している (2017年度末86.5%)。

続いて、更生施設の人所者総数・退所者総数、 1施設当たりの平均入所者数の推移を確認する（図

3)。これによれば、 1997年度以降、人退所者総数の減少傾向が確認できる。人退所者総数はいずれ

も世界同時金融危機に見舞われた2008年にわずかな上昇がみられるものの、それ以降は怠速に減少し

ている。年間入所者合計を施設数で除した「平均入所者数」を見ると、 1997年度は 1施設あたり300

人を超えているが、こちらも2008年から急速に減少し、 2014年以降は100人を割り込んでいる。 20年

前 (1997年）の更生施設においては、 1年間に定貝の約3倍の入所者を受入れ、退所させていたが、

現在ではほぼ定員と同数程度の受入及び退所となっている。つまり、以前よりも入所から退所までの

利用期間が延び、施設の回転率が「低下」したともいえる。

また、図1で示した通り、現在の更生施設は救護施設の約10分の 1の数しか設置されていないが、

施設の回転率が救護施設よりも高いため、年間の入所者合計では、 2009年度まで救護施設の入所者合

計を上回ってきた。近年、更生施設の回転率（入所者合計に対する定貝の割合）が低下し、入所者総

数が減少しているため、絶対数が多い救護施設の入所者合計が更生施設の入所者合計を上回ってい

る。とはいえ、年間の平均入所者数でみると、なおも更生施設の方が多く、 2017年度75人 (1施設あ

たり平均入所者数）であるのに対し、救護施設は19人（同）であった（図4)。ちなみに、 20年間の
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図3 更生施設入所者／退所者推移 (1997-2017)

出所）図2に同じ
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出所）図2に同じ

スパンでみると平均176.4人（更生施設）と救護施設の平均15.5人を大輻に上皿り、更生施設が生活施

設というよりも地域への「移行施設（中間施設）」として機能してきたことがわかる。

在籍率では、更生施設は85%程度で推移している。退所者が出なければ新しく入所することができ

ないため、近年の入所者数の減少傾向は、単純にニーズの減少であるのか、それとも退所までに長い

入所期間を要する利用者の増加なのかは、これだけでは判断できない。
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